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は じ め に 
 
 

本県の景気は、個人消費は一部に物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回復

しており、生産活動も増加しています。また、雇用情勢については、令和７年１月の

有効求人倍率は、１．１８倍と１．１倍台で推移しており、求人が求職を上回る中で、

求人に持ち直しの動きが続いているが、物価上昇等が今後の雇用に与える影響を注視

する必要があります。 

県においては、子育て政策を最重要課題に位置付け、安心して子どもを産み育てら

れる社会をめざしています。このためには、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）を図り、誰もが働きやすい魅力ある職場をつくり出していくことが重要です。 

この報告書は、県内事業所を対象に、労働条件などの現状を把握し、今後の労働行

政をさらに推進していくため、令和６年６月３０日現在で実施した「令和６年度長崎

県労働条件等実態調査」の結果等をまとめたものです。労使をはじめ関係者の皆様に、

参考資料としてお役立ていただければ幸いです。 

最後に、本調査の実施にあたり、ご多忙中にもかかわらずご協力いただいた各事業

所の皆様及び関係各位に心からお礼を申し上げますとともに、今後ともご理解とご協

力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

令和７年３月 

長崎県産業労働部雇用労働政策課長 
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１．調 査 概 要 

 

 

１．調査目的 

 県内の民間事業所における労働者の労働条件等の現状を把握し、各種施策の基礎資

料を得ることを目的とする。 

 

 

２．調査対象 

事業所母集団データベースによる事業所名簿を母集団とし、日本標準産業分類に掲

げる大分類「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸

業,郵便業」「卸売業,小売業」「金融業,保険業」「不動産業,物品賃貸業」「学術研究,

専門・技術サービス業」「宿泊業,飲食サービス業」「生活関連サービス業,娯楽業」「教

育,学習支援業」「医療,福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されない

もの）」に属する常用労働者５人以上を雇用する事業所のうち、産業別・規模別に層

化無作為抽出により選定した 1,300事業所。 

 

３．調査基準日 

令和６年６月３０日現在 

 

４．調査方法 

   郵送による自計方式 

 

５．調査項目 

（１）事業所の概要 

（２）雇用と取組 

（３）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

（４）労働時間 

（５）育児休業制度・子の看護休暇制度 

（６）介護休業制度・介護休暇制度 

（７）高年齢者の雇用状況 

 

６．回収状況 

 調査対象事業所から７８３件の回答があり、５人未満の事業所等を除いた有効回答

は７０８件であった。 

（注）調査票の記入状況から、調査項目により分析対象事業所が若干異なる。 
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７．利用上の注意 

調査結果の利用等にあたっては、下記の点に注意を要する。 

① 本報告書の集計結果は原則として、小数点以下第２位を四捨五入して算出してある

ため、内訳の合計が必ずしも 100％とならない場合がある。 

② 複数回答を可とした設問では、選択肢ごとに設問の回答事業所数に対する選択事業

所数の比率を算出している。そのため、各選択肢ごとの割合の合計が 100％を超え

る場合がある。 

③ 本調査の調査対象事業所は、無作為に抽出されているものであり、集計事業所につ

いて前年と同一性が確保されているわけではないため、前年以前の調査結果との比

較には注意を要する。 

    

 調 査 対 象 事 業 所 及 び 集 計 事 業 所 

    

 規模・産業分類 
調査対象事業所数 

（配布数） 

集計事業所数 

（有効回収数） 

   計  1,300 708 
 5～29人 1,113 551 
 30～99人 157 131 
 100～299人 24 22 
 300人以上 6 4 
       

 建設業 129 83 
 製造業   105 60 
 電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 
 情報通信業 11 7 
 運輸業，郵便業 53 31 
 卸売業，小売業 338 162 
 金融業，保険業 39 21 
 不動産業，物品賃貸業  26 12 
 学術研究，専門・技術サービス業 34 16 
 宿泊業，飲食サービス業 120 47 
 生活関連サービス業，娯楽業 46 20 
 教育，学習支援業 33 18 
 医療，福祉 273 183 
 複合サービス事業 17 11 
 サービス業（他に分類されないもの） 73 37 


